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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (千円) 9,794,997 8,956,477 9,474,510 9,618,664 9,488,600 

経常利益 (千円) 884,401 571,220 767,396 423,541 130,894 

当期純利益 (千円) 317,059 31,875 400,499 224,818 75,606 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 1,820,000 1,820,000 1,820,000 1,820,000 1,820,000 

発行済株式総数 (株) 14,400,000 14,400,000 14,400,000 14,400,000 14,400,000 

純資産額 (千円) 13,855,015 13,696,115 13,891,001 13,938,726 13,780,230 

総資産額 (千円) 15,831,684 15,591,746 15,893,484 16,043,114 15,874,907 

１株当たり純資産額 (円) 962.15 951.11 964.68 967.99 956.98 

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額) 

(円) 
(円) 

15.00 
(7.50)

15.00
(7.50)

15.00
(7.50)

15.00 
(7.50)

15.00
(  7.50)

１株当たり当期純利益 (円) 22.01 2.21 27.81 15.61 5.25 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 87.5 87.8 87.4 86.9 86.8 

自己資本利益率 (％) 2.2 0.2 2.9 1.6 0.5 

株価収益率 (倍) 16.35 205.88 22.65 44.84 104.76 

配当性向 (％) 68.1 678.7 53.9 96.0 285.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 941,414 922,340 679,938 437,272 488,419 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △560,300 △69,941 △286,876 △330,347 △4,343,556 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △216,048 △216,092 △216,444 △216,193 △215,946 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 4,275,027 4,911,334 5,087,951 4,978,683 907,599 

従業員数 (名) 239 229 244 252 257 



(注) １ 当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記載してお

りません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  



２ 【沿革】 

  

  

大正11年２月 桑名市大字桑名344番地に於いて、現会長の父小林惣太郎により創業。 

昭和33年４月 

  

資本金を500万円とし、有限会社小林鋳造所を設立し、建設用鋳鉄製品の製造・販売を手掛け

る。 

昭和45年３月 資本金を1,000万円とし、小林鋳造株式会社を設立。 

昭和54年10月 資本金4,800万円にてカネソウ株式会社を三重県桑名市中央町１丁目47番地に設立。 

昭和54年12月 小林鋳造株式会社より販売部門を譲り受ける。 

昭和55年11月 新工場２棟を建設し建設用鋼材製品・アルミ製品・ステンレス製品の製造を開始。 

昭和56年３月 

  

小林鋳造株式会社より製作金物の製造部門と鋳鉄製品の製造部門を譲り受け、建設用金属製品の

総合メーカーとなる。 

昭和57年４月 東京営業所(現東京支店)を東京都中央区銀座に開設。 

昭和58年11月 

  

業務集約化を図り第２・第３期工事として工場１棟、配送センター棟、事務所棟及び附属棟完

成。 

昭和60年９月 第４期建設計画の工場２棟完成。 

昭和63年２月 東京営業所を東京都新宿区へ移転。 

昭和63年９月 第５期建設計画の倉庫１棟完成。 

平成元年12月 第６期建設計画の本社ビルが完成し当初の建設計画を全て完了。 

平成３年３月 小林鋳造株式会社と合併。旧小林鋳造株式会社はカネソウ株式会社川越工場とする。 

平成４年４月 カネソウ株式会社(形式上の存続会社 三重県三重郡朝日町大字縄生81番地)と合併。 

平成５年10月 大阪営業所を大阪市西区に開設。 

平成５年12月 鋼製グレーチング工場完成。 

平成６年４月 東京支店を東京都中央区八重洲に移転。 

平成６年12月 鋼製グレーチング工場倉庫完成。 

平成８年12月 品質保証の国際規格ISO9001の認証を取得。 

平成９年３月 名古屋証券取引所市場第二部に上場。 

平成９年９月 環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001の認証を取得。 

平成９年12月 仙台営業所を仙台市青葉区に開設。 

平成10年８月 福岡営業所を福岡市博多区に開設。 

平成11年10月 子会社マイウエア株式会社設立。 

平成12年３月 東京支店を東京都港区に移転。 

平成12年３月 大阪営業所を大阪市中央区に移転。 

平成14年４月 川越工場を朝日工場に集約。 



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社及び子会社１社により構成されており、鋳鉄器材、スチール機

材、製作金物等の製造、販売を主たる事業の内容としております。 

  

［事業系統図］ 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 
（注）※非連結子会社 

  

４ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

257 38.3 12.9 4,774,979 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国の経済は、企業収益の改善から設備投資が増加しました。個人消費はやや弱さが見られるも

のの民間需要に支えられ、景気は緩やかに回復が続いているものと考えられます。一方、ステンレス、アルミ、鋼

材等素材価格は高騰を続けており、価格の動向など先行きの不透明感を払拭できない状況にあります。 

当社を取り巻く環境におきましては、主要需要先であります建設関連業界は公共投資の減少が続いております。

民間建設投資は、首都圏や大都市圏での再開発など底堅く推移しました。しかしながら市場競争の激化や原材料価

格高騰もあり厳しい経営環境が続きました。 

このような状況のもとで当社は、受注の獲得、及び新規顧客の開拓に向けて積極的な営業活動と新商品開発を進

めてまいりました。その結果、売上高は94億88百万円（前年度比1.4％減）となりました。主な製品分類別における

状況は次のとおりであります。鋳鉄器材は外構景観整備関連製品、排水関連製品等の改善により31億50百万円（同

2.8％増）となりました。スチール機材は土木外構製品等全般に低下しましたことから23億40百万円（同9.4％減）

となりました。製作金物は大型工事物件受注が減少しましたが防災関連製品、外構関連製品等が増加し前年度をや

や上回り35億78百万円（同0.0％増）となりました。その他は公共土木関連製品が減少しましたが建機、機械向け需

要の増加から4億19百万円（同6.4％増）となりました。 

利益につきましては、原材料価格がさらに上昇する事業環境が続きました。その中で品質の保持、速やかな受注

対応に努めるとともにコストの削減、内製化への取り組み、稼働率の向上を進めてまいりました。しかしながらが

販売価格の改善が進まず、売上総利益は前年同期比11.5％減少しました。また販売費及び一般管理費につきまして

は諸経費が低下しましたが、営業利益は1億83百万円（同61.5％減）となりました。営業外収支につきましては、受

取利息が増加しました。その結果、経常利益は1億30百万円（同69.1％減）となりました。税引前当期純利益は貸倒

引当金戻入を1億25百万円計上いたしましたことから、2億41百万円（同37.9％減）となり、当期純利益は75百万円

（同66.4％減）となりました。 

  

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当期の各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因 

当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）につきましては、税引前当期純利益の計上が2億41百万

円あったものの、定期預金の預入による支出が41億50百万円、配当金の支払額が2億15百万円あったこと等により9億7

百万円となり、前期と比べ40億71百万円の減少となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、4億88百万円（前期比51百万円の収入増）となりました。 

これは主に、貸倒引当金の減少による支出1億25百万円及び売上債権の増加による支出1億29百万円により資金が減

少したものの、税引前当期純利益2億41百万円、減価償却費3億25百万円の計上及びたな卸資産の減少による収入が2億

14百万円あったことにより資金が増加したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、支出した資金は、43億43百万円（前期比40億13百万円の支出増）となりました。 

これは主に、有価証券の償還による収入が4億99百万円ある一方で、定期預金の預入による支出が41億50百万円、有

価証券の取得による支出が2億99百万円、有形固定資産の取得による支出が2億44百万円、投資有価証券の取得による

支出が1億99百万円あったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、支出した資金は、2億15百万円（前期比0百万円の支出減）となりました。 

これは、配当金の支払2億15百万円によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当期における生産実績を製品分類別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社は過去の実績と販売計画に基づき計画生産を行なっております。なお、マンホール鉄蓋の一部において受注

による生産がありますが、金額は僅少であります。 

  

(3) 販売実績 

当期における販売実績を製品分類別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

製品分類 生産高(千円) 前年同期比(％) 

鋳鉄器材 2,651,906 100.4 

スチール機材 1,861,804 94.5 

製作金物 3,152,116 100.7 

その他 248,690 45.7 

合計 7,914,517 95.5 

製品分類 販売高(千円) 前年同期比(％) 

鋳鉄器材 3,150,272 102.8 

スチール機材 2,340,731 90.6 

製作金物 3,578,443 100.0 

その他 419,153 106.4 

合計 9,488,600 98.6 

相手先 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

ヒルカワ金属㈱ 2,351,104 24.4 2,260,541 23.8 



３ 【対処すべき課題】 

翌期の見通しにつきましては、企業における設備投資が増加するなど景気回復が続くことが見込まれる一方、原材

料価格の長期的な上昇傾向もあり、諸外国の動向など不安定な要素を抱えております。建設関連については公共建設

工事の減少が続き、引き続き厳しい状況が予想されます。受注競争や価格競争など厳しい環境は続きますがコスト競

争力を培ってまいりたいと考えております。技術開発やお客様のニーズを的確に捉えた新商品の投入を活発に進め、

高品質の維持、需要創出に努めてまいります。また会社の取り組みの全ての品質を高めるため、継続的改善活動を推

進し、業績の改善に努めてまいります。 

  

  

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断したものであります。 

① 売上高及び利益に季節変動があることについてのリスク 

当社の主な製品の納入先は建設関連業界であることから、年度替わりからの上期におきましては予算の執行等工事

が例年低調な推移をするため、売上高及び利益に影響し、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

② 特定の取引先への依存についてのリスク 

当社は製品販売の大半を全国の代理店、販売店形式で行っております。その中で販売額は上位20社で8割以上となっ

ており、取引先の経営状況等に変動が発生した場合には、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

③ 主要原材料の市況変動に係るリスク 

当社の主要製品に使用される原材料は、主に鉄、ステンレス、アルミニウムであるため、国際商品市場相場の変動

により値動きします。また、市況によっては調達にも変動をきたすことも考えられるため、それにより当社の業績と

財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

④ 新製品開発についてのリスク 

当社は付加価値の高い新製品の開発に努めておりますが、当社がお客様のニーズを的確に捉え、市場からの支持を

獲得できる新製品または新技術を正確に予測できるとは限らず、新製品の販売が成功する保証はありません。また当

社が開発した製品または技術が、独自の知的所有権として保護される保証はありません。よって、当社が市場のニー

ズを的確に予測できず、付加価値の高い新製品を開発できない場合には、当社の業績と財務状況に悪影響が及ぶ可能

性があります。 

⑤ 価格競争についてのリスク 

当業界における競争は大変厳しく、建築・福祉・緑化・都市景観整備関連の各製品市場において競争の激化に直面

すると予想されます。当社は、高品質で付加価値の高い製品を提供するトップメーカーのひとつであると考えており

ますが、競合先には、製品によっては当社よりも多くの製造・販売の資源を有している先もあり、当社が将来におい

ても有効に競争できるという保証はありません。よって、価格面での圧力または有効に競争できない場合には、当社

の業績と財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。 

⑥ 海外調達に潜在するリスク 

当社は協力工場等を通じて韓国、中国より製品等を調達しておりますが、両国における政治または法環境の変化、

経済状況の変化、自然災害その他予期せぬ事象により、円滑な調達に支障が生じる可能性があります。よって、製品

等の円滑な調達が困難になるなどの問題が発生した場合には、当社の業績と財務状況に悪影響が及ぶ可能性がありま



す。 

⑦ 製品の欠陥についてのリスク 

当社は品質管理基準に従って各種の製品を製造しておりますが、すべての製品について欠陥がなく、将来クレーム

が発生しないという保証はありません。また、製造物責任保険に加入しておりますが、この保険が賠償額の全額を賄

える保証はありません。よって、大規模な製品の欠陥、クレームの発生により、当社の業績と財務状況に悪影響が及

ぶ可能性があります。 

⑧ 災害等による影響についてのリスク 

当社は製造ラインの中断による影響を最小限に抑えるため、すべての設備に対して定期的な災害防止検査と設備点

検を行っておりますが、生産設備で発生する災害その他の中断事象による影響を完全に防止または軽減できる保証は

ありません。また、会社として重要と思われる各種保険を付保しておりますが、あらゆるリスクに対して全て対応で

きるものではありません。よって、大規模な災害等により操業を中断する事象が発生した場合には、当社の業績と財

務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。 

⑨ 重要な訴訟事件等の発生についてのリスク 

当社は、事業活動において、製品の不具合、知的所有権問題その他の事由の発生により、将来の業績に重大な影響

を及ぼすような損害賠償の請求や訴訟の提訴、その他の請求が提起されないという保証はありません。よって、訴訟

その他の請求が提起された場合、その内容によっては、当社の業績と財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動は、顧客第一の開発志向と技術・生産・販売の総合連携力をもつ独自性の高い開発体制のも

と、建築・福祉・緑化・都市景観整備分野以外の新市場開拓を目指したものであります。 

当社の研究開発活動を示すと次のとおりであります。 

(1) 新製品開発 

主に新技術及び新素材の分析、ノウハウの構築、保有技術の実用化に向けた研究開発を行っております。研究

開発費の金額は、28,375千円であります。 

(2) 既存製品改良 

施工のしやすさに重点を置き、施工期間の短縮に寄与し、最新の技術、設備を導入し、生産技術の改善を図っ

ております。研究開発費の金額は、4,391千円であります。 

主な研究開発の成果は次のとおりであります。 

(1) 断熱材付鋼製下地断熱屋根工法用ルーフドレイン 

工場や店舗などの建物に多く使用される、スチール製の屋根材の上に直接、断熱材を載せ防水を施す工法用の

ルーフドレインです。ルーフドレイン周りに予め断熱材がセットされているため施工が迅速に行え、さらに、周

囲よりルーフドレインが約10㎜低くセットできるため、緩勾配の屋根においても雨水がたまりにくく、スムーズ

に雨水を排水できる特長を持ちます。 

(2) 単管式雨量調整管 

ルーフドレインから排水管に流入する雨量を調整するための金具です。マンションなどの建物において、集中

豪雨時にバルコニーに設置されている中継用ルーフドレインから雨水が噴出すのを防ぐために、屋上のルーフド

レインにこの雨量調整管を取り付け、排水管に流入する雨水を制限します。 

(3) Ｕ字溝用スリット蓋：ボーダースリット 

安価なＵ字溝を使用し、工事の作業性に優れ、設置後にすっきりとしたきれいな納まりとなる、Ｕ字溝用の蓋

です。スリット蓋をＵ字溝の幅に対して片側にオフセットした形状のため、敷地境界部にきれいに納めることが

できます。蓋の素材もスチール、ステンレス、鋳鉄など豊富に揃えました。 

(4) 自動ドアガード 

店舗やオフィスビルのエントランスの自動ドアにおいて、扉の可動範囲部に人が入ったり、荷物を置かれない

ようにするための防護柵です。ステンレスフレームにポリカーボネートのパネルをはめ込むことで、良好な視界

と人の衝突などでも割れない強度を確保しております。 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  
(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成されております。

その作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与え

る見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断しております

が、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

  

(2) 当事業年度の経営成績の分析及び重要な影響を与える要因について 

当事業年度の経営成績は、当社の主要な市場であります建設関連市場におきましては、民間建設投資は首都圏や

大都市圏での再開発などで底堅く推移しましたが、公共工事は引き続き減少が続いております。また市場競争の激

化や原材料価格の高騰もあり厳しい経営環境が続きました。 

当社が主力とする製品群は、建築工事向けの比率が高く、こうした建設関連市場の状況から、鋳鉄器材は、外構

景観関連製品、排水関連製品等が改善しました。スチール機材は、土木外構製品等全般に低下しました。製作金物

は、大型工事物件受注が減少しましたが防災関連製品、外溝関連性品等が前年度をやや上回りました。 

また、販売価格につきましては、民間建設工事は底堅く推移しましたが、公共工事は縮小し、また企業間競争の

激化もあり、材料価格の高騰を販売価格へ転嫁することが困難な状況で推移しました。この結果、売上高は前事業

年度に比べて1.4％、1億30百万円減少し94億88百万円となりました。 

  

売上原価は前事業年度に比べ3.1％、2億9百万円増加し68億83百万円となりました。また売上原価率は3.1ポイン

ト上昇し72.5％となりました。これは当期中における原材料価格の高騰によるコスト増が影響したことと、販売価

格への転嫁が進まなかったことが要因となり売上原価率が上昇したものであります。その結果、売上総利益は前事

業年度に比べ11.5％、3億39百万円減少し26億5百万円となりました。 

  

販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べ1.9％、47百万円減少し24億22百万円となりました。これは主に、

消耗品費の増加はありましたが、スチール機材の出荷量の減少により運賃が減少したこと、数理計算上の差異の費

用処理額の減少により退職給付費用が減少したことなどによるものであります。その結果、営業利益は前事業年度

に比べ61.5％、2億92百万円減少し1億83百万円となりました。 

  

 営業外損益項目については、受取利息が増加しましたが、貸倒れに伴う消費税等戻入益を前事業年度に計上して

いたこともあり、経常利益は前事業年度に比べ69.1％、2億92百万円減少し1億30百万円となりました。 

  

 特別損益項目については、貸倒引当金戻入益を1億25百万円計上いたしました。その結果、税引前当期純利益は

前事業年度に比べ37.9％、1億47百万円減少し2億41百万円となりました。 

  

税効果会計適用後の法人税等負担額が前事業年度に比べ1百万円の増加となりました。その結果、当期純利益は

前事業年度に比べ66.4％、1億49百万円減少し75百万円となりました。 

  

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社の資金状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、営業活動の結果得られた資金は、4億

88百万円（前期比51百万円の収入増）となりました。 

これは主に、貸倒引当金の減少による支出1億25百万円及び売上債権の増加による支出1億29百万円により資金が



減少したものの、税引前当期純利益2億41百万円、減価償却費3億25百万円の計上及びたな卸資産の減少による収

入が2億14百万円あったことにより資金が増加したことによるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度より40億13百万円支出が増加し、43億43百万円となりまし

た。 

これは主に、有価証券の償還による収入が4億99百万円ある一方で、定期預金の預入による支出が41億50百万

円、有価証券の取得による支出が2億99百万円、有形固定資産の取得による支出が2億44百万円、投資有価証券の取

得による支出が1億99百万円あったことによるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度とほぼ横ばいの2億15百万円となりました。これは、配当金

の支払2億15百万円によるものであります。 

これらの活動の結果、現金及び現金同等物は前事業年度末の49億78百万円から40億71百万円減少し9億7百万円と

なりました。 

  

資金繰りの状況については、順調にすすめることができ、流動性の安定した確保をしております。設備投資及び

運転資金については、自己資金を充当しており、新たな資金調達は行っておりません。現在予定している設備投資

につきましても、自己資金による決済が可能と見込まれ、借入金等資金調達の予定はありません。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当期中に実施いたしました設備投資は、免震型エキスパンションジョイント加工装置（レーザー加工機、プレスブ

レーキ、シャーリング等）の導入等217,649千円となりました。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含めておりません。 

３ 当社はその他に、小林鋳造有限会社から倉庫として土地(3,017㎡)と建物を賃借しております。なお、賃借料は年間9,936

千円であります。 

４ 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

（単位：千円）

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

事業所名 
(所在地) 

設備の内容

帳簿価額(千円) 
従業員数
(名) 建物 

及び構築物 
機械装置
及び運搬具 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社・朝日工場 
(三重県三重郡朝日
町) 

生産設備その
他 

1,073,393 923,372
1,735,823
( 64,179)

52,038 3,784,627 237 

設備の内容 台数 リース期間 年間リース料 リース契約残高 備考 

コンピューター 一式 ５年 4,504 12,012 

所有権移転外ファ
イナンスリース 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 14,400,000 14,400,000 
名古屋証券取引所
(市場第二部) 

― 

計 14,400,000 14,400,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成９年３月18日(注) 1,200,000 14,400,000 720,000 1,820,000 720,000 1,320,000 

(注) 一般募集 1,200,000株

  発行価格 1,200円

  資本組入額 600円



 (5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 自己株式400株は、「単元未満株式の状況」に含まれております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1単元含まれております。 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 15 4 134 3 ― 608 764 ― 

所有株式数 
(単元) 

― 1,186 7 1,753 65 ― 11,383 14,394 6,000 

所有株式数 
の割合(％) 

― 8.2 0.0 12.2 0.5 ― 79.1 100.0 ― 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

小林正和 三重県桑名市 3,150 21.87 

小林昭三 三重県桑名市 2,500 17.36 

小林誠子 三重県桑名市 2,500 17.36 

小林裕和 三重県桑名市 1,000 6.94 

小林鋳造有限会社 三重県桑名市中央町1丁目47番地 750 5.20 

榊原靜枝 名古屋市名東区 450 3.12 

神谷布左子 愛知県安城市 450 3.12 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7番1号 312 2.16 

株式会社百五銀行 三重県津市岩田21番27号 156 1.08 

桑名信用金庫 三重県桑名市大央町20番地 131 0.90 

計 ― 11,399 79.15 



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式         

14,394,000 
14,394 ― 

単元未満株式 
普通株式         

6,000 
― ― 

発行済株式総数 14,400,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 14,394 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の 

総額（円） 
株式数（株） 

処分価額の 

総額（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式 
― ― ― ― 

その他 

（―） 
― ― ― ― 

保有自己株式 400 ― 400 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、利益配分につきましては、安定した配当を継続することを基本としつつ、業績及び配当性向等を勘案し、ま

た経営体質の強化を図るため、内部留保の充実等にも配慮して決定することを基本方針としております。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

これら剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり15円（うち中間配当7円50銭）を実施することを決定

しました。この結果、当事業年度の配当性向は285.7％となりました。 

内部留保資金につきましては、厳しい経営環境の中、効率的な業務運営によるコスト競争力の強化、市場ニーズに応

える製品開発及び財務体質の強化に利用してまいりたいと考えております。 

当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月３０日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定

めております。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円） 

平成18年11月16日 

取締役会決議 
107,997 7.50 

平成19年６月28日 

定時株主総会決議 
107,997 7.50 

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高(円) 460 477 662 806 700 

最低(円) 330 360 445 550 440 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高(円) 553 550 495 530 544 550 

最低(円) 490 450 440 495 500 540 



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

代表取締役 
会長   小 林 昭 三 昭和３年３月19日生

昭和25年３月

昭和33年４月

  

  
昭和45年３月

  
昭和45年５月

  
昭和54年10月

  
平成10年３月

事業(小林鋳造所)継承 

有限会社小林鋳造所(現 小林鋳

造有限会社)を設立 

同社代表取締役に就任 
小林鋳造株式会社を設立 

同社代表取締役社長に就任 
小林鋳造有限会社代表取締役に就

任 
カネソウ株式会社を設立 

当社代表取締役社長に就任 
当社代表取締役会長に就任(現任) 

(注)３ 2,500

代表取締役 
社長   小 林 正 和 昭和29年10月25日生

昭和52年４月

  
昭和54年５月

昭和54年10月

  

平成３年３月

平成10年３月

小林鋳造株式会社入社 

同社取締役に就任 
同社専務取締役に就任 

カネソウ株式会社設立 
当社専務取締役に就任 

当社代表取締役副社長に就任 
当社代表取締役社長に就任(現任) 

(注)３ 3,150

代表取締役 
副社長 

営業本部長
兼事業推進
本部長兼品
質保証部長 

近 藤 健 治 昭和31年１月２日生

昭和54年３月

  

平成10年４月

平成10年６月

平成11年６月

平成15年９月

  

平成16年６月

  

平成18年４月

  

平成18年５月

  

  

平成19年６月

小林鋳造株式会社（現 カネソウ

株式会社）入社 

当社製造部長 

当社取締役製造部長に就任 

当社取締役事業推進部部長に就任 

当社専務取締役事業推進部部長に

就任 

当社専務取締役事業推進本部長に

就任 

当社取締役副社長兼営業本部長兼

事業推進本部長に就任 

当社取締役副社長兼営業本部長兼

事業推進本部長兼品質保証部長に

就任 

当社代表取締役副社長兼営業本部

長兼事業推進本部長兼品質保証部

長に就任（現任） 

(注)３ 7

専務取締役 管理本部長 
兼経理部長 南 川 智 之 昭和33年７月26日生

昭和56年３月

  

平成10年６月

平成15年９月

平成16年６月

  

平成17年６月

  

平成18年６月

小林鋳造株式会社（現 カネソウ

株式会社）入社 

当社管理部長 

当社執行役員経理部長に就任 

当社取締役管理本部長兼経理部長

に就任 

当社常務取締役管理本部長兼経理

部長に就任 

当社専務取締役管理本部長兼経理

部長に就任（現任） 

(注)３ 4

常務取締役 

営業本部副
本部長兼 

東日本営業 
部長 

山 口   綋 昭和19年６月８日生

昭和47年11月

  

平成２年７月

平成17年７月

平成18年４月

  

平成18年５月

  

平成18年６月

小林鋳造株式会社（現 カネソウ

株式会社）入社 

当社第一営業部東京支店支店長 

当社常務執行役員に就任 

当社常務執行役員営業本部副本部

長に就任 

当社常務執行役員営業本部副本部

長兼東日本営業部長に就任 

当社常務取締役営業本部副本部長

兼東日本営業部長に就任（現任） 

(注)３ 1



  

  
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

常務取締役 鋳物事業 
本部長 林   正 嗣 昭和26年４月20日生 

昭和50年３月

  
平成11年６月

平成16年６月

平成18年５月

平成18年６月

小林鋳造株式会社（現 カネソウ

株式会社）入社 
当社事業推進部部長 

当社取締役鋳物事業部長に就任 
当社取締役鋳物事業本部長に就任 

当社常務取締役鋳物事業本部長に

就任（現任） 

(注)３ 3

取締役 

事業推進本
部副本部長
兼事業推進
１部長兼 

事業推進３ 
部長 

森     洋 昭和29年１月31日生

昭和49年４月

昭和62年11月

平成18年５月

  
平成18年６月

三菱化工機株式会社入社 

当社入社 
当社事業推進本部副本部長兼事業

推進１部長兼事業推進３部長 
当社取締役事業推進本部副本部長

兼事業推進１部長兼事業推進３部

長に就任（現任） 

(注)３ 4

取締役 

営業本部副
本部長兼西
日本営業部
長兼積算 
部長 

水 谷 篤 夫 昭和29年６月11日生

昭和52年３月

  

平成18年５月

  

平成18年６月

小林鋳造株式会社（現 カネソウ

株式会社）入社 

当社営業本部副本部長兼西日本営

業部長兼積算部長 

当社取締役営業本部副本部長兼西

日本営業部長兼積算部長に就任

（現任） 

(注)３ 1

常勤監査役   米 倉 義 喜 昭和22年４月17日生

昭和45年４月

昭和48年４月

  

平成５年７月

平成７年６月

国際電気株式会社入社 

小林鋳造株式会社（現 カネソウ

株式会社）入社 

当社企画室長 

当社常勤監査役に就任(現任) 

(注)４ 1

常勤監査役   服 部 誠 行 昭和16年３月12日生

昭和34年８月

昭和35年２月

昭和45年３月

  

昭和57年４月

平成３年３月

  

平成５年４月

平成10年４月

平成11年６月

昭和ミシン工業株式会社入社 

有限会社小林鋳造所入社 

小林鋳造株式会社（現 カネソウ

株式会社）入社 

当社取締役製造部長に就任 

当社取締役鋳鉄器材事業部長兼グ

レーチング事業部長に就任 

当社取締役朝日工場長に就任 

当社取締役内部監査室長に就任 

当社常勤監査役に就任(現任) 

(注)４ 27

監査役   西 井   孝 昭和８年１月８日生

平成元年６月

  

平成２年８月

平成５年６月

平成７年６月

  

  

平成８年６月

平成10年６月

株式会社百五銀行取締役審査部長

に就任 

同行取締役名古屋支店長に就任 

同行常務取締役に就任 

同行取締役を退任 

株式会社百五経済研究所代表取締

役社長に就任 

当社監査役に就任(現任) 

株式会社百五経済研究所代表取締

役社長を退任 

(注)４ ―



(注) １ 代表取締役社長小林正和は、代表取締役会長小林昭三の長男であります。 

２ 監査役西井 孝及び大竹雅司は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。 

４ 監査役の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

監査役   大 竹 雅 司 昭和17年８月25日生

昭和40年４月

  

平成５年６月

平成７年６月

  

平成10年６月

  

  

平成11年５月

  

平成12年４月

  

平成14年６月

  

平成16年６月

  

平成16年６月

  

  

株式会社東海銀行（現 株式会社

三菱東京ＵＦＪ銀行）入行 

同行取締役融資第一部長に就任 

同行常務取締役東京営業部長に就

任 

同行常務取締役を退任 

東海信託銀行株式会社取締役副社

長に就任 

セントラル抵当証券株式会社取締

役社長に就任 

ミリオン信用保証株式会社取締役

社長に就任 

御幸ビルディング株式会社取締役

会長に就任 

新名古屋高架株式会社取締役社長

に就任 

当社監査役に就任（現任） 

尾張精機株式会社監査役に就任

（現任） 

(注)４ 1

計 5,699 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、法令遵守に基づく企業倫理の重要性を認識するとともに、株主、取引先、地域社会、従業員などの各利

害関係者との良好な関係を保ち、企業の社会的責任を全うするため、経営の健全性、透明性の向上、事業環境の変

化に迅速かつ的確に対応できる効率的な経営システムの構築・発展が、最も重要な経営課題のひとつであると考え

ております。 

（2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

当社は、監査役制度を採用しております。 

監査役は、現在4名の体制を採っており、2名が社外監査役であります。取締役は、現在8名の体制を採っており

ますが、社外取締役は選任しておりません。 

監査役会は、各監査役が出席し、定例監査役会の他、必要に応じて臨時監査役会を開催しております。 

取締役会は、各取締役及び各監査役が出席し、定例取締役会の他、必要に応じて臨時取締役会を開催しておりま

す。 

会計監査人には、正しい会計情報を提供し、公正不偏な立場から監査が実施される環境を整備しております。 

顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合に適宜アドバイスを受けております。 

当社の内部統制システムは、取締役会が、経営の基本方針、法令で定められた事項、その他経営に関する重要事

項を決定するとともに、業務執行を監視する役割を担っております。また各監査役が、客観的な立場から取締役の

業務遂行を監査しております。さらに業務上の必要に応じて、会計監査人及び顧問弁護士から適宜アドバイスを受

けております。 

当社のリスク管理体制の整備の状況は、コンプライアンス活動として、法令遵守・企業倫理についての統一した

考えを明確にし、企業責任を果たす行動をとるため、全従業員共通、共有の「基本理念・経営ビジョン」に行動指

針・規範を明記し、従業員の倫理観、道徳観を教育しております。 

内部監査については、内部監査室（内部監査室長1名）を設置し、内部監査室長が年に1回程度各部門に対して業

務監査を実施し、社長への監査報告を行っております。 

監査役監査については、常勤監査役が中心となり、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等から業

務執行の状況を聴取し、重要な決裁書類を閲覧するなどにより、取締役の業務執行を監査しております。 

会計監査については、監査法人トーマツを会計監査人に選任し、中間、期末に偏ることなく、期中においても適

宜監査を受けております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は平野善得と石倉平五であり、会計監査業務

に係る補助者は公認会計士３名、会計士補等５名、その他３名であります。 

内部監査室長、監査役及び会計監査人である監査法人トーマツは、年間計画、監査報告会等を通じて情報の交

換、相互の連携を図っております。 

②会社と社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

当社と社外監査役との間で、人的関係、資本的関係又は取引関係などの利害関係はありません。よって、客観的

な立場での監査機関として機能しております。 

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近1年間における実施状況 

経営の基本方針、法令で定められた事項、その他経営に関する重要事項を決定するため取締役会を毎月1回を目

途として開催しております。 

④役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役に対する報酬等の額は169,959千円（支給人員9名）、監査役に対する報酬等の

額は23,720千円（支給人員4名）であります。 

⑤監査報酬の内容 



当社が、公認会計士法第2条第1項の業務に基づく報酬（会社法に基づく監査分を含む。）として、監査法人トー

マツに支払うべき報酬等の額は13,000千円であります。 

また、それ以外の業務に基づく報酬の内容は、財務報告に係る内部統制構築の支援業務の委託への対価150千円

であります。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び当

事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表について、監査法人トーマツの監査を受けており

ます。 

  

３ 連結財務諸表について 

連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項により、当社では、

子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重

要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

  

  

資産基準 0.45％

売上高基準 0.61％

利益基準 △0.31％

利益剰余金基準 0.55％



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     5,028,683     5,057,599   

２ 受取手形 ※４   878,034     868,521   

３ 売掛金     1,231,192     1,370,000   

４ 有価証券     499,969     2,199,763   

５ 製品     1,058,730     849,074   

６ 原材料     480,057     475,083   

７ 仕掛品     129,593     129,920   

８ 貯蔵品     250     323   

９ 前払費用     5,543     5,710   

10 繰延税金資産     61,935     37,870   

11 未収法人税等     8,902     ―   

12 未収消費税等     40,079     ―   

13 その他     19,139     38,565   

貸倒引当金     △125,513     ―   

流動資産合計     9,316,599 58.1   11,032,432 69.5 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物   3,959,696     3,987,812     

減価償却累計額   2,716,393 1,243,302   2,807,130 1,180,682   

(2) 構築物   355,005     355,005     

減価償却累計額   272,414 82,591   280,313 74,692   

(3) 機械及び装置   3,704,544     3,818,708     

減価償却累計額   2,770,992 933,552   2,934,249 884,459   

(4) 車両運搬具   162,789     169,406     

減価償却累計額   117,787 45,001   126,920 42,485   

(5) 工具、器具及び備品   1,468,168     1,462,722     

減価償却累計額   1,342,442 125,725   1,336,138 126,583   

(6) 土地     1,746,538     1,735,823   

(7) 建設仮勘定     18,892     23,872   

有形固定資産合計     4,195,605 26.2   4,068,599 25.6 

２ 無形固定資産               

(1) ソフトウェア     53     ―   

(2) その他     7,746     7,746   

無形固定資産合計     7,799 0.0   7,746 0.1 



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産              

(1) 投資有価証券     2,037,487     319,214   

(2) 関係会社株式     10,000     10,000   

(3) 出資金     4,500     3,600   

(4) 繰延税金資産     218,888     176,075   

(5) 賃貸用不動産     174,500     174,500   

(6) その他     84,233     89,239   

貸倒引当金     △6,500     △6,500   

投資その他の資産合計     2,523,110 15.7   766,129 4.8 

固定資産合計     6,726,515 41.9   4,842,475 30.5 

資産合計     16,043,114 100.0   15,874,907 100.0 

       



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金     470,060     453,414   

２ 未払金     158,121     147,662   

３ 未払費用     50,273     49,958   

４ 未払法人税等     176,327     101,198   

５ 未払消費税等     9,783     58,188   

６ 預り金     18,675     28,263   

７ 前受収益     310     327   

８ 賞与引当金     61,861     62,933   

９ その他     1,256     1,303   

流動負債合計     946,669 5.9   903,249 5.7 

Ⅱ 固定負債               

１ 退職給付引当金     263,087     277,213   

２ 役員退職慰労引当金     307,989     323,908   

３ 預り保証金     586,642     590,305   

固定負債合計     1,157,718 7.2   1,191,427 7.5 

負債合計     2,104,388 13.1   2,094,677 13.2 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※１   1,820,000 11.3   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   1,320,000     ―     

資本剰余金合計     1,320,000 8.2   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金   275,400     ―     

２ 任意積立金               

(1) 特別償却準備金   2,464     ―     

(2) 別途積立金   9,900,000     ―     

３ 当期未処分利益   546,296     ―     

利益剰余金合計     10,724,161 66.9   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     74,773 0.5   ― ― 

Ⅴ 自己株式 ※３   △208 △0.0   ― ― 

資本合計     13,938,726 86.9   ― ― 

負債及び資本合計     16,043,114 100.0   ― ― 

       



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   ― ― 1,820,000 11.5

２ 資本剰余金      

(1) 資本準備金 ― 1,320,000    

資本剰余金合計   ― ― 1,320,000 8.3

３ 利益剰余金      

(1) 利益準備金 ― 275,400    

(2) その他利益剰余金      

特別償却準備金 ― 537    

別途積立金 ― 9,900,000    

繰越利益剰余金 ― 407,836    

利益剰余金合計   ― ― 10,583,774 66.6

４ 自己株式   ― ― △208 △0.0

株主資本合計   ― ― 13,723,566 86.4

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  ― ― 56,663 0.4

評価・換算差額等合計   ― ― 56,663 0.4

純資産合計   ― ― 13,780,230 86.8

負債純資産合計   ― ― 15,874,907 100.0

       



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     9,618,664 100.0   9,488,600 100.0 

１ 製品売上高   9,606,509     9,488,509     

２ 商品売上高   12,154     91     

Ⅱ 売上原価               

１ 製品期首たな卸高   792,941     1,058,730     

２ 当期製品仕入高   1,585,937     1,364,754     

３ 当期商品仕入高   10,496     62     

４ 当期製品製造原価 ※３ 5,343,330     5,308,869     

合計   7,732,706     7,732,415     

５ 他勘定振替高 ※１ 536     264     

６ 製品期末たな卸高   1,058,730 6,673,439 69.4 849,074 6,883,077 72.5 

売上総利益     2,945,224 30.6   2,605,523 27.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3   2,469,816 25.7   2,422,384 25.6 

営業利益     475,408 4.9   183,139 1.9 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   12     10,038     

２ 有価証券利息   2,853     6,172     

３ 受取配当金   752     1,254     

４ 不動産賃貸料   19,708     18,789     

５ 受取事務負担金 ※７ 19,720     17,862     

６ 貸倒れに伴う消費税等戻 
入益 

  19,091     ―     

７ 雑収入   5,598 67,738 0.7 8,988 63,105 0.7 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   17,159     17,327     

２ 売上割引   95,033     91,098     

３ 雑損失   7,412 119,605 1.2 6,924 115,350 1.2 

経常利益     423,541 4.4   130,894 1.4 



  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

１ 投資有価証券売却益   4     ―     

２ 貸倒引当金戻入益   3,033 3,037 0.0 125,513 125,513 1.3 

Ⅶ 特別損失               

１ 前期損益修正損 ※４ 22,444     ―     

２ 固定資産除却損 ※５ 9,972     3,252     

３ 固定資産売却損 ※６ 288     1,106     

４ 減損損失 ※８ ―     10,715     

５ 損害賠償損失   4,950 37,654 0.4 ― 15,074 0.2 

税引前当期純利益     388,923 4.0   241,332 2.5 

法人税、住民税 
及び事業税 

  205,104     98,847     

法人税等還付税額   81,476     ―     

法人税等調整額   40,476 164,104 1.7 66,878 165,725 1.7 

当期純利益     224,818 2.3   75,606 0.8 

前期繰越利益     429,474     ―   

中間配当額     107,997     ―   

当期未処分利益     546,296     ―   

      



製造原価明細書 

  

  

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   2,720,479 51.0 2,776,123 52.3 

Ⅱ 労務費   535,417 10.1 514,138 9.7 

Ⅲ 経費 ※ 2,076,653 38.9 2,018,935 38.0 

当期総製造費用   5,332,550 100.0 5,309,196 100.0 

期首仕掛品たな卸高   140,373   129,593   

合計   5,472,924   5,438,790   

期末仕掛品たな卸高   129,593   129,920   

当期製品製造原価   5,343,330   5,308,869   

     

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

原価計算の方法 

 実際原価計算による総合原価計算を採用しておりま

す。 

原価計算の方法 

同左 

※ 経費の主要なものは次のとおりであります。 

外注加工費 1,530,494千円

電力費 121,658 

減価償却費 249,506 

その他 174,993 

計 2,076,653 

※ 経費の主要なものは次のとおりであります。 

外注加工費 1,474,295千円

電力費 123,441 

減価償却費 239,848 

その他 181,349 

計 2,018,935 



③ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

(注) １ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分107,997千円及び平成18年12月の中間配当107,997千円によるものでありま

す。 

２ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分によるものであります。 

項目 

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計 資本準備金 利益
準備金 

その他利益剰余金

特別償却

準備金 別途積立金
繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日残高 
（千円） 1,820,000 1,320,000 275,400 2,464 9,900,000 546,296 △208 13,863,953

事業年度中の変動額     

剰余金の配当（注）1   △215,994 △215,994

当期純利益   75,606 75,606

特別償却準備金の取崩
(注)2   △1,389 1,389 ―

特別償却準備金の取崩   △537 537 ―

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額 (純
額) 

    

事業年度中の変動額合計
（千円） ― ― ― △1,927 ― △138,460 ― △140,387

平成19年３月31日残高 
（千円） 1,820,000 1,320,000 275,400 537 9,900,000 407,836 △208 13,723,566

項目 

評価・換算差

額等 
純資産合計 

その他有価証

券差額金 

平成18年３月31日残高 
（千円） 74,773 13,938,726 

事業年度中の変動額     

剰余金の配当(注)1   △215,994 

当期純利益   75,606 

特別償却準備金の取崩(注)
2   ― 

特別償却準備金の取崩   ― 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額 (純額) △18,109 △18,109 

事業年度中の変動額合計（千
円） △18,109 △158,496 

平成19年３月31日残高 
（千円） 56,663 13,780,230 



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税引前当期純利益   388,923 241,332 

２ 減価償却費   336,364 325,529 

３ 無形固定資産償却額   615 53 

４ 長期前払費用償却額   402 ― 

５ 減損損失   ― 10,715 

６ 貸倒引当金の増減額(△減少額)   △3,115 △125,513 

７ 退職給付引当金の増減額(△減少額)   71,972 14,126 

８ 役員退職慰労引当金の増減額(△減少額)   690 15,919 

９ 賞与引当金の増減額(△減少額)   3,158 1,072 

10 受取利息及び受取配当金   △3,618 △17,465 

11 支払利息   17,159 17,327 

12 有形固定資産売却損   288 1,106 

13 有形固定資産除却損   9,972 3,252 

14 投資有価証券売却益   △4 ― 

15 損害賠償損失   4,950 ― 

16 売上債権の増減額(△増加額)   44,086 △129,295 

17 たな卸資産の増減額(△増加額)   △358,946 214,230 

18 その他流動資産の増減額(△増加額)   63,201 30,946 
19 破産債権、更生債権その他これらに準ず

る債権の増減額(△増加額) 
  82 ― 

20 仕入債務の増減額(△減少額)   23,314 △16,646 

21 その他流動負債の増減額(△減少額)   △3,067 73,443 

22 その他固定負債の増減額(△減少額)   15,582 3,337 

小計   612,013 663,475 

23 利息及び配当金の受取額   2,964 6,841 

24 利息の支払額   △16,865 △17,001 

25 損害賠償金の支払額   △4,950 ― 

26 法人税等の支払額   △228,463 △173,798 

27 法人税等の還付額   72,573 8,902 

営業活動によるキャッシュ・フロー   437,272 488,419 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 定期預金の預入による支出   ― △4,150,000 

２ 定期預金の払戻による収入   ― 50,000 

３ 有価証券の取得による支出   △299,850 △299,470 

４ 有価証券の償還による収入   2,200,120 499,969 

５ 投資有価証券の取得による支出   △1,900,399 △199,966 

６ 投資有価証券の売却による収入   4 ― 

７ 有形固定資産の取得による支出   △326,944 △244,035 

８ 有形固定資産の売却による収入   72 4,050 

９ その他投資活動による支出   △3,781 △13,299 

10 その他投資活動による収入   430 9,193 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △330,347 △4,343,556 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

 配当金の支払額   △216,193 △215,946 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △216,193 △215,946 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)   △109,267 △4,071,084 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   5,087,951 4,978,683 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 4,978,683 907,599 
      



⑤ 【利益処分計算書】 

  

  

    
前事業年度

株主総会承認日 
(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益     546,296 

Ⅱ 任意積立金取崩額       

特別償却準備金取崩額   1,389 1,389 

合計     547,686 

Ⅲ 利益処分額       

 配当金   107,997 107,997 

Ⅳ 次期繰越利益     439,689 



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法) 

(1) 満期保有目的の債券 

  同左 

  (2) 子会社株式 

  移動平均法による原価法 

(2) 子会社株式 

  同左 

  (3) その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法 

   (評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

(3) その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法 

   (評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

    時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

   同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 製品、原材料及び仕掛品 

  総平均法による原価法 

(1) 製品、原材料及び仕掛品 

  同左 

  (2) 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法 

(2) 貯蔵品 

  同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物付属設備を除く)

については定額法 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

  建物       15～50年 

  機械及び装置   10～13年 

(1) 有形固定資産 

  同左 

  

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

  ただし、ソフトウエア(自社利用

分)については、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

  同左 

  (3) 長期前払費用 

  均等償却 

(3)   ――――――――― 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対する賞与の支給に充て

るため、賞与支給見込額に基づき

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

  同左 



  

  

会計処理方法の変更 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 引当金の計上基準 (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

  数理計算上の差異は、発生時の翌

事業年度に全額費用処理すること

としております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づ

く期末要支給額を計上しておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

同左 

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日または償還日の到

来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な投資

からなっております。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式で処理しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――――――― 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 
当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年
12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計
基準適用指針第8号）を適用しております。 
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
13,780,230千円であります。 
財務諸表等規則の改正により、当事業年度における
財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成し
ております。 



  
注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

※１ 会社が発行する株式の総数 

              普通株式 40,000,000株 

   発行済株式総数    普通株式 14,400,000株 

※１  

――――――――― 

２ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は74,773

千円であります。 

２  

――――――――― 

※３ 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式400株

であります。 

※３  

――――――――― 

※４  

――――――――― 

※４ 期末日満期手形の会計処理 

期末日満期手形の会計処理につきましては、手形
交換日をもって決済処理しております。 
なお、当期末日が金融機関の休日であったため、
次の期末日満期手形が、期末残高に含まれており
ます。 
受取手形           64,157千円 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 他勘定振替高は、見本として使用した製品を広告

宣伝費として振替えたものであります。 

※１ 他勘定振替高は、見本として使用した製品を広告

宣伝費として振替えたものであります。 

※２ 販売費及び一般管理費     2,469,816千円 

   販売費に属する費用のおおよその割合は73％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は 

   27％であります。主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

荷造運賃 743,391千円

広告宣伝費 124,587 

役員報酬 152,100 

給料手当 623,400 

賞与引当金繰入額 38,694 

退職給付費用 44,950 

役員退職慰労引当金繰入額 16,590 

減価償却費 80,511 

※２ 販売費及び一般管理費     2,422,384千円 

   販売費に属する費用のおおよその割合は72％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

28％であります。主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

荷造運賃 724,491千円

広告宣伝費 118,724 

役員報酬 167,715 

給料手当 625,847 

賞与引当金繰入額 37,917 

退職給付費用 15,071 

役員退職慰労引当金繰入額 18,919 

減価償却費 79,952 

※３ 研究開発費の総額 

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、42,629千円であります。 

※３ 研究開発費の総額 

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、32,766千円であります。 

※４ 前期損益修正損の内容 

過年度貸倒引当金繰入 22,444千円

合計 22,444 

※４  

――――――――― 

※５ 固定資産除却損の内容 

建物 2,031千円

機械及び装置 5,898 

車両運搬具 310 

工具、器具及び備品 1,732 

合計 9,972 

※５ 固定資産除却損の内容 

建物 187千円

機械及び装置 1,292 

工具、器具及び備品 1,772 

合計 3,252 

※６ 固定資産売却損の内容 

車両運搬具 288千円

合計 288 

※６ 固定資産売却損の内容 

車両運搬具 1,106千円

合計 1,106 

※７ 関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

受取事務負担金 19,720千円

※７ 関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

受取事務負担金 17,862千円

※８ 

――――――――― 

※８ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産について
減損損失を計上しました。 

遊休状態となっている土地については継続的に地
価が下落しており、今後の具体的な使用見込みも
ないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、減損損失10,715千円を計上いたしました。 
なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し
ており、路線価による相続税評価額等を基礎とし
た指標により評価しております。 

場所 用途 種類 
三重県桑名市 遊休地 土地 
三重県
三重郡菰野町 

遊休地 土地 



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(千株) 14,400 ― ― 14,400

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(千株) 0 ― ― 0

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 107,997 7.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月16日 
取締役会 

普通株式 107,997 7.50 平成18年９月30日 平成18年12月８日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 107,997 7.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日



 (キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 5,028,683千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △50,000 

現金及び現金同等物 4,978,683 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 5,057,599千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △4,150,000 

現金及び現金同等物 907,599 



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

工具、器具及び備品   

取得価額相当額※ 22,522千円

減価償却累計額相当額 6,006 

期末残高相当額 16,516 

工具、器具及び備品   

取得価額相当額※ 22,522千円

減価償却累計額相当額 10,510 

期末残高相当額 12,012 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額※ 

１年内 4,504千円

１年超 12,012 

合計 16,516 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額※ 

１年内 4,504千円

１年超 7,507 

合計 12,012 

※取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額

は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、「支払利子込み法」により

算定しております。 

※           同左            

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 4,504千円

減価償却費相当額 4,504 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 4,504千円

減価償却費相当額 4,504 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

            同左            

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

            同左            



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額 

  

  

区分 種類
貸借対照表計上額

(千円) 
時価(千円) 差額(千円) 

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの 

(1) 国債・地方債等 
(2) 社債 
(3) その他 

99,997
― 
― 

100,010
― 
― 

12
― 
― 

小計 99,997 100,010 12 

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの 

(1) 国債・地方債等 
(2) 社債 
(3) その他 

2,000,219
― 

299,971 

1,990,480
― 

299,700 

△9,739
― 

△271 

小計 2,300,191 2,290,180 △10,011 

合計 2,400,189 2,390,190 △9,999 

区分 
取得原価 
(千円) 

貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの 
 株式 

  
20,778 

  
104,047 

 
  

83,269 
貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの 
 株式 

  
― 

  
― 

 
  
― 

合計 20,778 104,047 83,269 

区分 
貸借対照表計上額

(千円) 

①子会社株式及び関連会社株式   

子会社株式 10,000 

②その他有価証券   

非上場株式 13,220 

出資証券 20,000 

合計 43,220 

区分 
１年以内 
(千円) 

１年超～５年以内
(千円) 

５年超～10年以内
(千円) 

10年超 
(千円) 

割引金融債 299,971 ― ― ― 

国債 199,997 1,900,219 ― ― 

合計 499,969 1,900,219 ― ― 



当事業年度(平成19年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の貸借対照表日後における償還 

予定額 

  

  

区分 種類
貸借対照表計上額

(千円) 
時価(千円) 差額(千円) 

時価が貸借対照表計
上額を超えるもの 

(1) 国債・地方債等 
(2) 社債 
(3) その他 

99,951
― 
― 

100,050
― 
― 

98
― 
― 

小計 99,951 100,050 98 

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの 

(1) 国債・地方債等 
(2) 社債 
(3) その他 

2,000,008
― 

299,704 

1,996,540
― 

299,470 

△3,468
― 

△234 

小計 2,299,713 2,296,010 △3,703 

合計 2,399,665 2,396,060 △3,605 

区分 
取得原価 
(千円) 

貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの 
 株式 

  
21,008 

  
86,092 

 
  

65,083 
貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの 
 株式 

  
― 

  
― 

 
  
― 

合計 21,008 86,092 65,083 

区分 
貸借対照表計上額

(千円) 

①子会社株式及び関連会社株式   

子会社株式 10,000 

②その他有価証券   

非上場株式 13,220 

出資証券 20,000 

合計 43,220 

区分 
１年以内 
(千円) 

１年超～５年以内
(千円) 

５年超～10年以内
(千円) 

10年超 
(千円) 

割引金融債 299,704 ― ― ― 

国債 1,900,058 199,902 ― ― 

合計 2,199,763 199,902 ― ― 



(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度

と適格年金制度を併用しております。 

１ 退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度

と適格年金制度を併用しております。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

(1) 退職給付債務 △287,982千円

(2) 年金資産 22,600 

(3) 未積立退職給付債務 ((1)＋(2)) △265,381 

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 ― 

(5) 未認識数理計算上の差異 2,294 

(6) 未認識過去勤務債務 ― 

(7) 貸借対照表計上額純額 △263,087 

   ((3)＋(4)＋(5)＋(6))   

(8) 前払年金費用 ― 

(9) 退職給付引当金((7)－(8)) △263,087 

２ 退職給付債務に関する事項 

(1) 退職給付債務 △305,490千円

(2) 年金資産 25,915 

(3) 未積立退職給付債務 ((1)＋(2)) △279,574 

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 ― 

(5) 未認識数理計算上の差異 2,361 

(6) 未認識過去勤務債務 ― 

(7) 貸借対照表計上額純額 △277,213 

   ((3)＋(4)＋(5)＋(6))   

(8) 前払年金費用 ― 

(9) 退職給付引当金((7)－(8)) △277,213 

３ 退職給付費用の内訳 

 退職給付費用 80,139千円

(1) 勤務費用 18,096 

(2) 利息費用 5,327 

(3) 期待運用収益 △451 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 57,167 

３ 退職給付費用に関する事項 

 退職給付費用 26,876千円

(1) 勤務費用 19,348 

(2) 利息費用 5,759 

(3) 期待運用収益 △565 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 2,334 

４ 退職給付債務の計算基礎 

(1) 割引率 2.0％

(2) 期待運用収益率 2.5％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4) 過去勤務債務の処理年数 ―

(5) 数理計算上の差異の処理年数 １年

  

(発生時の翌期
に全額費用処理
することとして
おります。) 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.0％

(3) 期待運用収益率 2.5％

(4) 数理計算上の差異の処理年数 １年

(発生時の翌期
に全額費用処理
することとして
おります。) 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産)  

賞与引当金 24,602千円

退職給付引当金 104,629 

貸倒引当金 22,940 

未払事業税 14,089 

役員退職慰労引当金 122,487 

投資有価証券評価損 21,905 

減損損失 28,451 

その他 5,044 

繰延税金資産小計 344,149 

評価性引当額 △53,538 

繰延税金資産合計 290,611 

(繰延税金負債)   

特別償却準備金 △710 

未収事業税 △656 

有価証券評価差額 △8,420 

繰延税金負債合計 △9,786 

繰延税金資産の純額 280,824 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

(繰延税金資産)  

賞与引当金 25,028千円

退職給付引当金 110,247 

未払事業税 9,045 

役員退職慰労引当金 128,818 

投資有価証券評価損 21,905 

減損損失 32,712 

その他 8,002 

繰延税金資産小計 335,761 

評価性引当額 △113,040 

繰延税金資産合計 222,721 

(繰延税金負債)   

特別償却準備金 △355 

その他有価証券評価差額 △8,420 

繰延税金負債合計 △8,775 

繰延税金資産の純額 213,946 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 39.77％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.61 

住民税均等割 1.94 

その他 △0.13 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.19 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 39.77％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.12 

住民税均等割 3.12 

評価性引当額 24.66 

その他 0.00 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 68.67 



 (持分法損益等) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 同左 



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

賃貸条件は、不動産鑑定評価書による鑑定評価額を勘案して決定しております。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

賃貸条件は、不動産鑑定評価書による鑑定評価額を勘案して決定しております。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有す
る会社
等 

小林鋳造
有限会社 

三重県
桑名市 16,000 不動産賃貸

業 
被所有
直接5.2 なし

倉庫の賃
貸借 

賃借料の支
払 12,936 ― ―

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有す
る会社
等 

小林鋳造
有限会社 

三重県
桑名市 16,000 不動産賃貸

業 
被所有
直接5.2 なし

倉庫の賃
貸借 

賃借料の支
払 9,936 ― ―



 (１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり当期純利益 

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 967円99銭 １株当たり純資産額 956円98銭

１株当たり当期純利益 15円61銭 １株当たり当期純利益 5円25銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) ― 13,780,230 

普通株式に係る純資産額（千円） ― 13,780,230 

普通株式の発行済株式数(千株) ― 14,400 

普通株式の自己株式数(千株) ― 0 

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数(千株) 

― 14,399 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益(千円) 224,818 75,606 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益(千円) 224,818 75,606 

期中平均株式数(千株) 14,399 14,399 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 同左 



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

投 

資 

有 

価 

証 

券 

そ 

の 

他 

有 

価 

証 

券 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャ
ル・グループ 

38 51,244 

神鋼商事株式会社 53,673 21,308 

株式会社百五銀行 15,527 11,753 

中部国際空港株式会社 100 5,000 

株式会社三重ソフトウェアセンター 100 5,000 

岡谷鋼機株式会社 1,000 1,785 

マツ六株式会社 2,000 1,320 

株式会社勢慶映像ネットワーク 20 1,000 

建和産業株式会社 1,000 500 

北勢工業株式会社 800 400 

計 74,259 99,312 



【債券】 

  

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円) 

有 

価 

証 

券 

満 

期 

保 

有 

目 

的 

の 

債 

券 

商工中金ワリショー820号 100,000 100,017 

商工中金ワリショー822号 100,000 100,010 

商工中金ワリショー843号 100,000 99,676 

第232回利付国債 100,000 100,002 

第234回利付国債 200,000 200,017 

第235回利付国債 100,000 99,983 

第236回利付国債 200,000 200,033 

第237回利付国債 100,000 99,987 

第238回利付国債 200,000 200,057 

第239回利付国債 300,000 299,906 

第240回利付国債 300,000 300,104 

第241回利付国債 200,000 199,975 

第242回利付国債 200,000 199,990 

小計 2,200,000 2,199,763 

投 

資 

有 

価 

証 

券 

満 

期 

保 

有 

目 

的 

の 

債 

券 

第243回利付国債 100,000 99,950 

第244回利付国債 100,000 99,951 

      

      

      

      

小計 200,000 199,902 

計 2,400,000 2,399,665 



【その他】 

  

種類及び銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額(千円) 

投 

資 

有 

価 

証 

券 

そ 

の 

他 

有 

価 

証 

券 

商工組合中央金庫出資証券 200,000 20,000 

      

      

      

      

      

      

計 200,000 20,000 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額の主なものは、次のとおりであります。 

機械及び装置 レーザー加工機  73,180千円 

       プレスブレーキ  25,823千円 

２ 土地の当期減少額の( )内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

３ 無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を

省略しております。 

  

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産               

 建物 3,959,696 28,616 500 3,987,812 2,807,130 91,048 1,180,682 

 構築物 355,005 ― ― 355,005 280,313 7,899 74,692 

 機械及び装置 3,704,544 130,596 16,432 3,818,708 2,934,249 178,396 884,459 

 車両運搬具 162,789 23,455 16,838 169,406 126,920 20,813 42,485 

 工具、器具 
 及び備品 

1,468,168 30,001 35,447 1,462,722 1,336,138 27,371 126,583 

 土地 1,746,538 ― 
10,715

(10,715) 
1,735,823 ― ― 1,735,823 

 建設仮勘定 18,892 51,091 46,112 23,872 ― ― 23,872 

有形固定資産計 11,415,636 263,761 126,046 11,553,351 7,484,751 325,529 4,068,599 

無形固定資産               

 ソフトウェア ― ― ― 8,017 8,017 53 ― 

 その他 ― ― ― 7,746 ― ― 7,746 

無形固定資産計 ― ― ― 15,763 8,017 53 7,746 



【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額その他のは洗替によるものであります。 

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 132,013 ― ― 125,513 6,500 

賞与引当金 61,861 62,933 61,861 ― 62,933 

役員退職慰労引当金 307,989 18,919 3,000 ― 323,908 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 流動資産 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 受取手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

区分 金額(千円) 

現金 3,713 

預金   

当座預金 37,505 

普通預金 866,380 

定期預金 4,150,000 

小計 5,053,885 

合計 5,057,599 

相手先 金額(千円) 

二藤パルテック株式会社 142,329 

コンドーテック株式会社 106,103 

株式会社平野 81,000 

株式会社大鋳 73,433 

株式会社一中 58,475 

その他 407,180 

合計 868,521 

期日 金額(千円) 

平成19年４月満期 278,292 

    ５月満期 201,134 

    ６月満期 199,870 

    ７月満期 147,101 

    ８月以降満期 42,122 

合計 868,521 



ハ 売掛金 

相手先別内訳 
  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ニ 製品 
  

  

相手先 金額(千円) 

ヒルカワ金属株式会社 362,670 

マツ六株式会社 93,691 

株式会社吉田 74,532 

株式会社日垣本社 69,811 

二藤パルテック株式会社 56,062 

その他 713,230 

合計 1,370,000 

前期繰越高(千円) 
  

(Ａ) 

当期発生高(千円)
  

(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  

(Ｃ) 

次期繰越高(千円)
  

(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 

２ 
(Ｂ) 
365 

1,231,192 9,870,439 9,731,631 1,370,000 87.66 48.09 

区分 金額(千円) 

鋳鉄器材 389,893 

スチール機材 178,515 

製作金物 280,330 

その他 335 

合計 849,074 



ホ 原材料 
  

  

ヘ 仕掛品 
  

  

ト 貯蔵品 
  

  

ｂ 流動負債 

イ 買掛金 

  

区分 金額(千円) 

主要材料 465,322 

部品材料 7,624 

補助材料 2,136 

合計 475,083 

区分 金額(千円) 

鋳鉄器材 28,732 

スチール機材 32,239 

製作金物 39,055 

その他 29,893 

合計 129,920 

区分 金額(千円) 

端材 108 

その他 214 

合計 323 

相手先 金額(千円) 

ダイソウ工業株式会社 46,904 

モリ工業株式会社 33,023 

有限会社豊和精機 23,960 

有限会社田口製作所 23,102 

市原金属産業株式会社 22,023 

その他 304,398 

合計 453,414 



(3) 【その他】 

特に記載すべき事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使す

ることができない。 

会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
名古屋市中区栄三丁目15番33号
中央三井信託銀行株式会社 名古屋支店証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う
手数料 

1. 喪失登録    １件につき 8,600円
2. 喪失登録株券  １枚につき  500円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
名古屋市中区栄三丁目15番33号
中央三井信託銀行株式会社 名古屋支店証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第24条の7第1項に規定する親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第29期) 
自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

  
平成18年６月30日 

東海財務局長に提出。 

            

(2) 半期報告書 (第30期中) 
自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

  
平成18年12月21日 

東海財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

カネソウ株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカネソ

ウ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第29期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カネソ

ウ株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成18年６月29日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  平  野  善  得  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  石  倉  平  五  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

カネソウ株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカネソ

ウ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第30期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カネソ

ウ株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成19年６月29日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  平  野  善  得  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  石  倉  平  五  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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